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タイにおけ る外資主導工業化 と金融 自由化政策の
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【論文要旨】
本稿は,タ イにおいて1990年代に金融 自由化政策が本格的に開始した ことに注 目して,タ イの
経済発展における資本の限界効率性低減の問題点をマクロ経済学的な視点から実証的に考察する。
第1章 では,タ イにおける外資主導工業化 と金融 自由化 との関係を明 らかにする。1990年代前半
に本格的に開始 した金融 自由化,特 に1993年のBIBF開設は資金動員の面で外資主導工業化を補
完 したが,そ の後資本の限界効率性の低減 という問題が顕在化 した。 しかし金融自由化は,同 時に
銀行業などの国内金融システムを人為的に誘導することを不可能にしたため,資 本の限界効率性の
低減を防止できない可能性がある。ここで内生的成長モデルに注目する。経済が内生的成長モデル











1990年代に本格的に始まった金融 自由化が外資主導型の経済成長を資金動員の面で補完 した。 し
かし外資主導工業化型の経済発展にも問題はある。つまり,タ イ経済が高成長を維持するために
は,内 生的成長モデルの指摘するように,資本の限界効率の低下を防 ぐメカニズムが必要 となる。
もし金融自由化政策が資金動員の面だけではな く,資本の限界効率の低下を防止する面からも外資
主導工業化を補完するものであるならば,外 資主導工業化も金融 自由化政策 も政策 として高 く評価
されるものであろう。
本稿は,タ イにおいて1990年代に金融 自由化が本格的に開始 したことに注目して,タ イの経済
発展 と金融 自由化 との関係をマクロ経済学的な視点から考察することを 目的とす る。第1章 で
は,タ イにおける外資主導工業化型の経済発展 と資金動員の面でこれを補完 した金融 自由化政策 と
の関係について考察し,金融自由化後の外資主導工業化において資本の限界効率性低減が問題 とな
ることを示す。そこで,資 本の限界効率性低減 と内生的成長モデル との関係について も示す。第2
章では,タ ・イ経済がこの問題点を解決 しているか否かについて,タ イ経済が内生的成長モデルに近
似される経済であるか否かを単位根検定によって実証的に考察する。
1.タ イにおける外資主導工業化と金融自由化政策 との関係
1986年以降,プ ラザ合意による ドル安円高のなかでバーツの対 ドル相場はほとん ど上昇 しなか
ったため,タ イは輸出の価格競争力が強化されによる工業品輸 出を伸ばした。加えて,1987年以
降,労 働集約型産業を中心に外国からの直接投資の流入が拡大 したため,設 備投資 と米国や日本に
対する輸出と設備投資に主導 された経済成長が続いた(成 長率は1988年から1990年の三年間には
二桁成長を達成した)1。この経済拡大期に,タ イの経済構造は農業依存型から建設 ・鉱工業や観光
業などのサービス業に依存する構造へ と変わった。 しかし1990年代に入ると成長率は一桁へ と鈍
化 した。 この間の成長を支えたのが設備投資 と個人消費(持 続的な成長に伴 う一人当た りGNPの
増加による個人消費の拡大)に よる内需の高まりであった。1996年になると,内需,輸 出ともに
減速 し,実質GDP成長率は1995年の8.7%から6.4%へと低下 した2。
1997年7月,バー ツに対する売 り圧力が激化 したため為替制度を管理フロー ト制に移行 し,同
年8月 にはIMFに支援を要請した。通貨危機が金融危機に変化する過程で1997年の実質GDP成
長率は1960年代以降初めてのマ イナス成長(-1.8%)となった。 しか し,1999年には世界的な









されてきた。これは本章第1節 で述べるように外資主導工業化政策の資金不足を補 うための もの
である。 しかし金融 自由化後,タ イでも第2節 で述べるように外資主導工業化の問題点が顕在化







制を維持するな ど金融 自由化に対 して慎重な態度をとっていたが,1990年に第1次3ヵ 年計画を
発表 して金融改革を開始した。その目的は,市 場機能を重視 した経済の実現,政 府介入の縮小,貯
蓄動員と効率的資源配分の促進,国 際競争力の強化,将 来の金融市場開放への準備である。この改
革は規制緩和措置 とプルーデソス規制の二本柱か ら成 る。第1次 計画によって1992年6月に金利
の自由化が完了 した。さらに1993年には第2次3ヵ 年計画が開始された。 その目的は,第1次3
ヵ年計画の目的に加えて,貯蓄動員,農 村への金融サービスの拡大,バ ンコクの国際金融センター
化である。 これらの計画は,幅広 く効率的な金融資産を育成することによって,投 資の資金コス ト
を一層低下させ,タ イの経済成長を=有効に支援 していこうとす るものであ る。 さらに1995年に
は,先 物およびオプシ ョン取引市場の導入と国内金融市場の競争促進を含む第3次3ヵ 年計画が
発表 された。一連の金融 自由化によって業務規制の緩和もインベス ト・バンキング分野を中心に進
展した4。
r連 の金融 自由化のなかで最 も注 目され るのは1993年のバン コク ・オフシ ョア ・センター
(BangkokInternationalBankingFacilities,BIBF)の設立である。BIBFは,国際的な貿易と投資
に対する高い需要に応えるため,そ して激 しい競争の準備として国内銀行の能力を高めるために設
















タイにおいては,技 術,経 験,販 売力,国 際競争力を有する外資系企業を新規成長産業へ積極的
に活用することで工業化を目指す外資主導工業化の開発戦略が採 られてきた。外資系企業は,自 ら
















1980年代後半から急増 した直接投資の流入は,受入国であるタイに資本 と経営資源の移転を も
たらし,輸 出の拡大を通 じて経済成長を加速させた。しかし一過性の直接投資の拡大はやがて経済








































モデルに整合的なものであるかを判別する方法 として,時 系列 データの単位根検定(UnitRoot
Test)を行う。内生的成長モデルの実証研究は,当初,各 国の一人当た り所得が時間 と共 に同じ
水準に収束するか否かを問題 とした。 クロスセクシ ョン ・データを用いたこの研究は,収 束が確認
されれば,現状の所得格差は初期条件の違いに起因するものであって,内 生的成長モデルの必要は
な く新古典派成長モデル と整合的な結果 と考えられていた14。しかしその後,収 束に基づ くクロス






ところで,タ イにおける金融 自由化政策は外資主導工業化型の経済発展を資金動員の面で補完 し











単 位根 の検 定方 法や統計量 としては実に多 くの提案 がなされているが,そ の中で よ く用 い られ る
手 法 として,DF検 定(Dickey-FullerTest),ADF検定(AugmentedDickey・FullerTest),PP
検定(Phillips-PerronTest)があ る。本稿 では,撹 乱項 に対 す る仮定の一般 性か ら,ADF検 定 と
PP検 定 を用 いて単位根検 定を行 う。 しか しADF検 定 とPP検 定 について 述べ る前 に,便 利 上,




帰無仮説:デ ー タには単位根が存在 す る(デ ー タは非定常 であ る)。
対立仮説:デ ー タには単位根が存在 しな い(デ ー タは定常 であ る)。
検定対象 とな る時系列 デー タ!夕t}に対 して,ラ ンダム ・ウ ォー ク,ド リフ ト付 きラン ダム ・ウ




ここではtタ イム ・トレン ド,ae,bo,blは未知 のパ ラ メー ター,Utは撹乱項 を表 す。ただ し,Utは
互い に独立 で平均 がゼ ロであ り,均 一分散 σ2を持 つ同一分布 に従 う。 つま りUt～iid(0,σ2)と仮定
され てい る17。(2-1a),(2-2a),(2-3a)式の両辺 か らγt-1を引 いて書 き換 える と以下 の ようにな








対 立仮 説 をみ る と,こ の検定 は片側検 定 を行 うべ きであ うこ とがわ かる18。しか し(2-1),(2-
2),(2-3)式の どれを用 いるかによってそれぞれ統計量の従 う分布 は異な る。 また単位根 が存在す
る という帰無 仮説 につ いて片側t検 定 を行 うこ とも考 えられるが,DickeyandFuller〔1979〕は
その統計量 の分布は通常の τ分 布(ス チ ューデソ ト'分布)に は従 わない こ とを示 し,こ の際の統
計量 の分布表 を示 した。MacKinnon〔1991〕〔1996〕はDickeyandFuller〔1979〕よ りも大 きな
デー タを使 って,さ らに詳細 な統計量 の分布表(τ 分布表)を 示 した。
(2)ADF検定
時 系列デー タで は誤差項 に系列相関 が しば しば生 じる。系列相関 があ る場 合の単位根検 定 として
考 え られたのがADF検 定 であ る。 ここで(2-1),(2-2),(2-3)式における撹乱項utが定 常なAR
(P)モデル((2-4)式)に従 うケース を考 える19。
Ut=φIUt_1十(p2Ut_2+…+iPpUt_p十εt( =1,2,…)(2-4)
ただ し,εt～iid(0,σie)であ る。 この場 合,DF検 定 に用 い られ る回帰モデル にラグ付 き被説 明変数
の項 を追 加的 に含 め るこ とに よってADF検 定 に用 い られ るモデルが修正 され る。ADF検 定 に用















れモデルLモ デル 皿,モデル皿と呼称する。 これらのモデルにおいてβ=0の仮説検定を行 う際
の臨界値はDF検 定の際の臨界値 と同値である。ただしモデル1と11において β=Oかβ≠0かに
よって分布が違うことに注意する必要がある21。以上のことを踏まえ,デ ータの定常性を以下の手





いま分析対象 とな る時系列 デー タ{yt}を考 える と,本 稿 で採 用す るADF検 定 の手順 は以下 の
8段 階である23。まずモデル1を 想定 して,
【Step1】AIC(Akaikeinfocriterion,赤池の情報量i基準)に 従 って拡 張項 の ラグ次数Pを 決定 す
る。 ラグ次数 は最大14(PMAX=14)とし,AICが最小値 を とるもの を選択 する24。
【Step2】ス テ ップ1の も とで,β の推定量のt値 によ り,単 位根検定 をMacKinnon〔1996〕に よ
る臨界値 に基づ いて行 う。帰無仮説 と対立仮 説はそれ ぞれ次 の ように与 え られる。
Ho:β=0,H1:β<0
帰無仮説 が棄却 された場合,ッ,は確定 的 トレン ド回 りの定常過程 と判 断される。
【Step3】帰 無仮 説 を 棄却 で きな い場 合,モ デル1の 定式 化 が正 しい か否 か を調 べ るた め に,
MacKinnon〔1996〕による臨界値 を用 いて トレン ド項 δについ ての有意性検定 を行 う。 帰無仮
説 と対立仮説はそ れぞ れ次の よ うに与 え られ る。
Ho:δ=0,Hl:δ<0
【Step4】もし トレン ド項 δが有意 であれば,モ デル1に おけ る βの推定値 のt値 を標 準正規分 布
に基づいて仮説 検定を行 う。帰無仮説 と対立仮説はそれぞれ次の ように与 え られ る。
Ho:β=0,Hl:β<0
【Step5】もし トレン ド項 δが有意 でなければ,モ デル 皿を考 える。モ デル 丑に ついて も,モ デル
1と 同様 に,β の推 定値のt値 を求 め,そ れ をMacKinnon〔1996〕に よる臨界値 に基 づ いて単




























ここで,PP検 定 はNewey-West〔1987〕の分散不均一,系 列 相関があ るも とでの一 致性のあ る推
定量の考 え方 を利 用す るこ とで,検 定統計量 としてのt値 を正 し く導 く。 すなわち,ま ず(2-9)式




ただ し,a:推 定子,tc:Cのt比,se(ε):係数 の標準誤差,S:検 定 回帰の標準誤 差。fo:周波数 ゼ




と定式 化 され る。以下 では(2-11)式をモ デルIVと呼称 する。 ところで,PP検 定 におけ る検定統 計
量 は漸近的 にADF検 定 におけ る検定統計 量 と同一の分布 に従 うことが知 られてい る。 よってPP
検定 の手順は,ま ずADF検 定のモデル か ら拡張項 あるいは ラグ付 き階差項 を除 いた式であ るモデ
ル]Vを推定 し,次 にADF検 定 におけ るStep2以降 の手順 に従 えば よい。 その際,ADF検 定 のモ
デル 丑お よび皿に対 応す るPP検 定 のモ デル はそれ ぞれ次の ものである。
∠lyt=μ十βyt_1+Vt(2-12)
∠yt=βγt-1+Vt(2-13)
以下 では(2-12)式を モデルV,(2-13)式をモ デルWと 呼称す る。 モ デルIV,V,Wに おけ るPP
検定 の臨界値はそれぞ れDF検 定の(2-1),(2-2),(2-3)式の もの と同様 である。 なお本稿 では,
ADF検 定 と同様 に,5%有 意 水準で単位根の存在が棄却 された場 合,そ こでPP検 定 を終 了す る。
2-2.データ
本稿 の分 析で用いるデー タは以下の通 りであ る。
まず,次 の手順 で1950年か ら2004年までの一人 当た り経 済成長 率に ついてのデー タを作 成 した。
BOT``Thailand'sルfacroEconomiclndicators"の実質GDP成 長 率 と同統計資料の人 口成長率 デー タ
との差 を とる ことに よって一 人当た り経済成長率のデータを作成 した26。
1950年か ら2004年まで と1950年か ら1992年までの一 人当た り経済 成長率の デー タを用いた 単位
根検 定は以上 の手順 で作成 した データを使用 して行 える。 しか し1992年以降の検 定 について は以
上 の手順 で作 成 した デー タを使 用す る ことはで きな い。 第1章 で上述 の ように,タ イにおけ る金
融 自由化は本格 的には1993年以降 に成 し遂 げ られて お り,そ の ため本稿で は,1993年以降の デー

















(グラフ2)一 人 当 た り経 済 成 長 率(1993Q2-2005Q1)
1357911131517192123252729313335373941434547
期(1993Q2=1)
(出所)各 種 資 料 に よ り筆 者 作 成 。
タを用いた単位根検 定 を行 う。 ここで1993年以降 の年 次 デー タを用 いて検 定を行 お うとす る と,
2004年のデー タまでの10余りのデー タ数 しか存在 しない。 その ため本稿では1993年以降の デー タ
を分析す る際 には,年 次 デー タでは な く四半期 データを用 いて単位根検定 を行 う27。
タイにおけ る経済成長 率 に関す るデー タは,1992年以前 においては年 次デー タ しか整 備 されて
い な か った が,幸 い1993年以 降 に お い て はNationalEconomicandSocialDevelopmentBoard
(NESDB)によ って四半期 デ ー タが 収集 され て いる。 そ こで本稿 では,1993年第1四 半 期 か ら
2005年第1四 半期 までのNESDB"MacroEconomicOutlook"による実質GDPデ ータか らGDP成
長率 を算出 し,こ れ と人 口成長率デー タとの差 を とるこ とに よって,一 人当た り経済成長率 のデー
タを近似的 に求 める。 ここで人 口成長率デ ータはBOTに よる上記 資料 におけ る各年次デ ータを用
い る。人 口成長率デー タについては年次デー タしか入手す る ことがで きない。 そこで各年 次デー タ
の4乗 根 を当該年 の四半期 デー タ として用 いた。
以上の手順で作成 した一人当た り経済成長率はグ ラフ1お よびグラフ2の 通 りであ る。
2-3.検定結果:ADF,PP検定のまとめ
タイにおける一人当た り経済成長率データに対 して単位根検定を行った結果は表1の 通 りであ
る。 この結果は以下の三点に要約される。
①1950年から2004年までの期間においては,ADF,PP両検定の結果はともに帰無仮説を有意に
棄却するものである。 これらの結果はタイ経済の一人当た り成長率が確定的 トレン ド回 りの定常
過程であることを示唆している。
②1950年から1992年までの期間においては,ADF,PP両検定の結果はともに帰無仮説を有意に


























































(注1)定 数 項,ト レ ン ド項 の 欄 に示 され て い る数 値 はt値 で あ る。
(注2)*,**,***はそ れ ぞ れ有 意 水 準10%,5%,1%で 有 意 で あ る こ とを 示 す。
している。 しかしPP検定の結果は帰無仮説を有意に棄却するものである。この結果はタイ経済








まず(i)に関 して,各 期間のADF検定やPP検定について,回 帰モデルにおける撹乱項を生成 し
ている確率過程について定式化の誤 りがあったことが考えられる29。しかし本稿で用いた各検定は
Step1～8の手順を踏んでいるため,見 せかけの系列相関があるなど定式化の誤 りを起 こしている
ことは考えに くい。念のためDurbin-Watsontest(以下DW検 定)を 行ったが,モ デルの定式化
に誤 りは見つからなかった30。
次に(ii)に関して考 えられる理由は,ま ず,年 次データと四半期データとではデータが異なること




生 じたことが考 えられる。 トレン ドが変化した り,ある時点でジャンプが生 じると構造変化の前後
はそれぞれ定常であっても,両期間を含む と単位根の存在はほ とんど棄却されない。すなわち検出





1993年第1四 半期 か ら2005年第1四 半期 までの期間 において構造変化 の有無 を調 べるため に,
また構造変化が生 じていた場合 にいつ構造変化 が生 じた かを明 らかにす るため,逐 次残差(recur-
siveresiduals)を利用 したCUSUMSQ検 定 を行 う33。
時系列 デー タ{扮 について推定期間Tの 回帰モ デル(2-14)式を考 え る。
yt=Xlλ+Utt=1,2,…,T(2-14)
ただ し,Xl:t期におけ る説 明変数 の観測値ベ ク トル(k×1),λ:回 帰係数ベ ク トル(k×1),Ut～
ノV(0,σ2),Ut～iidであ る。 もし期中 のz期 に構造 変化が生 じ,回 帰係数 あるいは誤差の分散 が変化
した とす ると,回 帰モデルは構造変化の前 と後で それ ぞれ(2-15),(2-16)式の よ うに表 される。
夕t=Xlλi+Ultt=1,2,…,z(2～15)
y,=Xlλ2+u2tt=z+1,…,T(2-16)
ただ し,Ult,u2tは互 いに独立 であ る。 この とき期 中のz-1期 までの観 察値 を用い たOLS推 定量
λ、-1(ただ し,z-1≧k)を 用 いてyzを予 測す るこ とを考 える。λ、-1は(2-17)式の ように表 される
か ら,yzの予測誤差分散 はyz-X:λz-1,分散は σ2{1+Xl(Xl-1X、-1)　1X、}1/2である。
λ、_1=(Xl_IX、_1)-1XE_iY、_1(2-17)
この とき逐次残 差(recursiveresidual)w,は(2-18)式の ようにな る。
wt=(Yt-Xlλz_1)/{1+X;(X;_IX。_1)-1X,}1/2z=k+1,…,T(2-18)
ここで,Ut～N(0,σ2)であ るか ら,Wt～N(0,σ2)である。
CUSUMSQ検 定は,2=le+1,…,Tについて,以 上 の手順 を繰 り返 して得 られた逐次 残差の系
列W((2-19)式)に対 して構 造変 化の検定 を行 うものであ る。
W=[Wk+1,…,WT]'～N(0,σ2)(2-19)















CUSUMSQ検定の結果はグラフ3の ように示される。推計値 が本稿で採用 している5%の信頼
水準区間の範囲内であれば係数は安定 しており,範囲外であれば構造変化が起きていることを示 し
ている。すなわち,(z,S、)の組合わせ(実 線)が5%信 頼区間内(二 本の破線)に あるときには
帰籍仮説が採択される35。グラフ3か ら,2000年第4四 半期において構造変化が起 きていることを
確認することができる。構造変化の前後ではそれぞれ定常であっても,期間全体では単位根の存在











モデル 定数項 トレン ド項 検定統計量 ラグ次数
1993Q2-1999Q3 1 3.966046 一3347648 一6.841651*** 1
1993Q2-1999Q4 1 3.628984 一2 .950534 一6.572042*** 1
1993Q2-2000Q1 1 3.176412 一2 .429545 一6.377493*** 1

































2000Q4-2005Q1 1 一1 .092806 2.436311 一3 .847657** 1
(注1)定 数 項,ト レン ド項 の 欄 に 示 され て い る数 値 はt値 で あ る 。





時点 と推定することが指摘されている36。そこで,1993年第2四 半期から1999年第3四 半期まで










1993年第3四 半期に構造変化が生じているため,1993年第1四 半期から2005年第1四 半期まで
の期間を1993年第1四 半期から2000年第2四 半期までの期間 と2000年第3四 半期から2005年第1












本稿は,タ イにおける外資主導工業化型の経済発展を金融 自由化政策の役割に注目して考察 し





第2章 では,金 融 自由化がタイ経済を内生的成長モデルに近似される経済へ変化させたか否か
を実証的に考察した。タイの一人当た り経済成長率について,時 系列データが内生的成長モデル と

















現在,タ イでは金融部門の再編過程である。 この考察については今後の課題 としたい。
(注)
1し か し輸 入 は 内需 の 拡大 に 伴 い ,輸 出 を 上 回 るペ ー ス で大 幅 に増 加 した た め,貿 易 赤字 は 拡 大 した 。
2こ こ で1996年以 降 の 輸 出の 鈍 化 は,繊 維 ・衣 料 品 な ど地 場 産 業 的 な 軽 工 業 の 不 振 に よ る と こ ろ が 大 きい 。 こ
の こ とは,一 方 で,規 制 緩 和 な どの外 資導 入 政 策 が 全 体 と して は 輸 出 の 拡大 に 大 き く寄 与 し て い る もの の,
他 方 で,地 場 産 業 的 な 軽 工 業 の 相 対 的 な輸 出 競 争 力 を低 下 させ た こ とで輸 出不 振 を もた ら した こ とを 表 す 。
詳 細 は第2節 に お い て 述 べ られ る。
経 済 企 画庁(編)『 世 界 経 済 白 書 』 大 蔵 省 印刷 局,平 成 元 年 版pp.172-179,平成2年 版pp.253-260,平成
3年 版pp.78-80,平成4年 版pp.64-65,平成5年 版pp.75-87,平成6年 版p.49,平 成7年 版pp.74-
75,平成8年 版pp.66-68,平成9年 版pp.76-77参照。
3タ イ経 済 は ,近 年,2003年のSARS,2004年の 鳥 イン フ ル エ ン ザ,ス マ トラ沖 大 地 震 に よ る津 波 被 害 と い っ
た要 因 に よ り大 き な ダ メ ー ジ を 受 け た。 しか し,こ れ らの被 害 は 限 定 的 で あ る。
経 済 企 画 庁(編)上 掲 書,平 成10年版pp.95-99,平成11年版pp.117-118,平成12年版pp.93-102,内閣
府 政 策 統 括 局(編)『 世 界 経 済 の潮 流 』2002年春 版 か ら2005年春 版 の タ イ に関 す るペ ー ジ を 参 照 。
4詳 細 は河 合 〔1996〕pp.7-13,田坂 〔1996〕pp.13-18参照。
5BankofThailand〔1998〕pp.4-5参照 。
6奥 田 〔2000〕pp.116-119参照 。
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7前 者 は マ ク ロ 的 な 効 率 性 で あ り,後 者 は ミク ロ的 な 効 率 性 で あ る。 ま た,そ の 一 方 で 不 利 益 は,外 国企 業 と
地 場銀 行 との連 関 性 が 弱 け れ ば,地 場 銀 行 は 消 費 者 金 融 な ど への 投 資資 金 の 貸 出 を 増 や し,よ っ て 国 内 の 限
界 資 本効 率 性 の 低 下 を もた らす こ とで あ る 。 つ ま りミ ク ロ的 な銀 行 行 動 の 問 題 が マ ク ロ的 な 効 率 性 に 影響 す
る。 これ に つ い て は ミ ク ロ的 な金 融 自 由化 の 利 益 とあ わ せ て,金 融 自由 化 の 銀 行 業 の 産 業 ・費 用 構 造 に対 す
る影響 を考 察 す る必 要 が あ る。 奥 田 ・三 重 野 〔1997〕は1993年ま で の期 間 で あ る が,こ の ミク ロ 的 な 分 析 を
行 って い る。
8奥 田 〔2000〕pp.104-105参照 。
9経 済 企画 庁(編)上 掲 書,平 成8年 版p.68参照 。
ig例えば ,消 費 者 ロー ン,オ ー ト ・ロー ン な どの 銀 行 に とっ て は 高 収 益 業 務 であ る が,経 済全 体 か ら見 る と望
ま し くな い 行動 を 銀 行 が 取 る可 能 性 が 挙 げ られ る。
11奥田 〔2000〕pp、10-11参照 。
ま た国 内 金 融 機 関 が経 済 全 体 か らみ て 望 ま し い役 割 を 果 た す た め に は,金 融 自 由化(競 争 激 化 ・業 務 の 自 由
化 な ど)に よ っ て効 率 的 な経 営 とな る金 融 機 関 の存 在 が前 提 とな る。 つ ま りこ れ は タ イ の持 続 的 な 経 済 発 展
の必 要 条 件 で あ る。
12十分 条 件 が 満 た され れ ば ,タ イ経 済 は 持 続 的 な経 済 成 長 が可 能 で あ る と判 定 さ れ る。
13①はRomer〔1986〕,②はLucas〔1988〕,③はBarro〔1990〕に よっ て 提示 さ れ た。
14この代 表 的 研 究 にBarro〔1991〕,BarroandSala-i-Martin〔1992〕,Mankiw,RomerandWeil〔1992〕が あ る。
15この主 張 はBarroandSala-i-Martin〔1995〕,KocherlakotaandYi〔1995〕に よる。
16この代 表 的 な研 究 はJones〔1995〕,Ben-DavidandPapell〔1995〕,KocherlakotaandYi〔1996〕で あ る。
Jones〔1995〕,Ben-DavidandPapell〔1995〕は一 人 当 た り経 済 成長 率 が,KocherlakotaandYi〔1996〕は一
人 当 た り所 得 が 恒 久 的 変 動 を含 む か否 か を命 題 と した。 本 稿 に お け る命題 は 前者 に 準 じた もの で あ る。
17iidはindependentlyandidenticallydistributedの略 。
18対立 仮説 がStvで あ れ ば 仮 説 検 定 は両 側 検 定 を ,か ⑤で あ れ ば右 側 検 定 を,t〈vで あ れ ば 左 側 検 定 を行 う。
滝 川 ・前 田 〔2004〕p.144参照 。
19DF検定 はAR(1)過程 に あ る と きに の み 利 用 で きる 。 そ れ 故,こ れ をAR(P)に 拡 張 す る こ とに よ ってADF
検 定 が可 能 とな る。
20AR(2)のケ ー ス を 考 え る 。
:yt=blyt_1+b2yt_2+UtUt～iid(0,σ2)(A)
(A)式を ラ グ オ ペ レー タ ー を 使 っ て 書 き直 す と,
(1-biL-b2L2)yt=Ut
(1-cL)(1-dL)yt=ut
とな る。 こ こ でc+d=bl,cd=-b2であ る。Icl<1かつIdl<1で あ れ ば 単 位 根 は存 在 し,デ ー タ は定 常 で
あ る。c=1か つldl<1で あ れ ば1個 の 単 位 根 が存 在 し,デ ー タ は非 定 常 で あ る。 こ の と きbl+b2=1,b2=




とな る。 こ こで(B)式は ∠ytの最 大 ラ グ が1のADF(1)で あ る 。 これ をAR(p)に つ い て 考 え れ ばADF(ρ)
を(2-5)式の よ う に得 られ る。 同様 の 過 程 に 従 えば ド リフ ト付 きラ ン ダ ム ・ウ ォー クの あ る(2-6)式,トレン
ドの あ る(2-7)式に つ い て も得 られ る。
21DickeyandFuller〔1979〕,MacKinnon〔1991〕〔 996〕を参 照 。
22有意 水 準 を 高 め れ ば 高 め る ほ ど ,仮 説 が 真 で あ る に もか か わ らず 仮 説 を 棄 却 して し ま う可 能 性 が 高 くな る
(第1種 の 誤 り)。逆 に,有 意 水 準 を 低 め れ ば 低 め る ほ ど,仮 説 が 偽 で あ るの に仮 説 を採 択 して しま う可 能 性
が高 くな る(第2種 の 誤 り)。二 種 の 誤 りは 一 方 を小 さ くす れ ば,も う一 方 が 大 き くな る。 詳 細 は 森 田 ・久
次 〔1993〕pp.282-286参照 。

















(C)式に対 して,次 のような仮説検定を行 う。
fi70:ρ=O,Hl:ρ≠0




ここでnは サンプル数である。DW検 定では,DW検 定量dと 決定係tWR2との間にd≦穿 の関係があれ
ば,見 せかけの系列相関があるなど,モデルの定式化に誤 りがあることが示される。 ここで注意すべき点は,






の 検 定 量 を用 い て 検 定 す る こ と に な る。 詳 細 はWallis〔1972〕参 照 。 統 計 量 の 臨 界 値 に つ い て はKmenta
〔1997〕TableD-5参照 。
ま た ラ グ 付 き内 生 変 数 を含 む 場 合,
ツt=a+blXt+b2y,_1+et
¢,=ρet_1十Ut
に つ い て,Durbin'sh統計 量hを 考 え る 。
h=(1-O.5d)n/(1-nV(δ2))ただ し,1-nti(δ2)>0
こ こで,n:サ ソ ブ ル 数,b2:b2のOLS推 定 量,V(b2):b2の分 散,d:AR(1)を 仮 定 し た と きのDW統 計
量 で あ る。 詳 細 はDurbin〔1970〕参 照 。 また 高 次 の系 列 相 関 が あ る ときはDurbin'salternativeの検 定 量 が
あ る。
DW検 定 の 結 果,す べ て の モ デ ル に おい てd≦R2で あ り,モ デル の 定 式 化 に誤 りが あ る とは い え な い 。
31しか し ど の程 度 の サ ン プ ル数 が 適 当 か に つ い て の コンセ ン サ ス は な い
。
32この 点 を カバ ー す る検 定 に ロー リン グ 検 定(rollingtest)や逐 次 検 定(sequentialtest)があ る
。 こ れ らの
検 定 はBanerjee,LumsdaineandStock〔1992〕に よっ て提 唱 さ れ た 。 しか し本 稿 で は構 造 変 化 の 時 点 を 明
らか に す るた め,こ れ らの検 定 は用 い ず,CUSUMSQ検 定 を行 う。
33Brown,DurbinandEvan〔1975〕はCUSUMSQ検 定 と とも にCUSUM検 定 を 提 唱 した。 しか し,Garbade
〔1977〕はCUSUM検 定 よ り もCUSUMSQ検 定 の方 が 検 出 力 が 高 い こ と を示 した 。 そ こで 本 稿 で は,CU-
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